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第 1章 基本的考え方（略）  

第２章 具体的施策  

１．金融再生と産業再生  

２．証券市場の構造改革  

３．都市再生、土地の流動化  

４．雇用の創出とセ－フティーネット  

５．税制                                                           

空現下の経済情勢等を踏まえ、個人投資家の市場参加の促進等

直接金融市場の活性化、土地の流動化の促進、経済構造改革の

推進に資する等の観点から、証券・土地関連の税制に係る真に

有効かつ適切な措置について、課税の公平等に留意しつつ、早

急に検討を行い、結論を得る。 


